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第 1節 オンライン通販登場時の扱い 
インターネットの急速な普及と技術的な発達により、オンラインを利用した購買行動(オ
ンライン通販)も急速に普及していった。オンライン通販は、当初は旧来の店舗や印刷カタ
ログなどと同列の購買チャネルの 1 つとして考えられていた。2000 年前後の研究では、
オンライン通販チャネルは旧来の印刷カタログチャネルに勝てるのかどうかというような
内容が見られた。Spller,Lohse(1997)ではその前段階としてダイレクトチャネル(無店舗）























































































第 2章 研究のきっかけ 
 
私は 2001 年 4 月より 2008 年 3 月までの 7 年間、株式会社ニッセンという印刷カタロ
グ通販会社に勤務していた。ニッセンは 1970 年設立の通信販売会社で、アパレルから生
活雑貨、家具までを扱ういわゆる総合通販と呼ばれる販売業態である。総合通販としては
株式会社株式会社千趣会に次ぐ売上高で、日本の大手通販の 1 つに数えられている。 
私は入社後 1 年間コールセンターでの顧客対応、センター内のフロア運営(スーパーバイ
ザー、いわゆる SV)に従事し、翌年 2002 年より京都本社にて商品企画業務に携わること
となった。退社までの 6 年間をマーチャンダイザー(MD)として、商品の企画立案、商品選
定、カタログ構成などを行いながらカタログ通信販売業務に従事した。 




















































































































































がある。90 年代のオンライン通販のホームページと、現在 2009 年のホームページとでは
「何もかもが違う」と表現しても過言ではないくらい、異なっている。 
このような環境変化に伴って、オンライン通販チャネル研究の内容も変化をしている。











































































































































































































第 2節 オンライン通販研究 
オンライン通販研究が始まるのは上述のとおり1990年代も後半になってからである。論















かの分類・整理が行われている(Spiller, P., Lohse, G.L.1997、Van Vliet, P.J.A., Pota, 
D.2001)。Spiller, P., Lohse, G.L.(1997)では1996年におけるアメリカのインターネッ
ト上のアパレルオンライン通販についてクラスター分析により5つの分類を提示している。
この分類は取扱製品量、情報量、画面デザイン、ページの大きさ(長さ)、画像サイズとナ











オンライン通販での購買要因について、Perea, Y. Monsuwé, T., Dellaert, B.G.C., De 
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第 7 章 オンライン通販研究の比較対象～印刷カタ
ログ、実店舗 
 






















































































































オンライン通販の分類 Vliet and Pota(2000)より小松改 
 







































Spller,Lohse 1997 ○ ○ ○ オンラインが不利 
Ward,Michael R. 2001 ○ ○ ○ 
オンラインとカタログの代
替性 
Van Vliet, P.J.A., Pota, D. 2001 ○ ○   夫々の特徴が異なる 
Vijayasarathy, L.R., 
Jones, J.M. 
2000 ○ ○   オンラインが不利 
Griffith, D.A., Krampf, 
R.F., Palmer, J.W.  
2001 ○ ○   カタログが有利 
Chiang, K.-P., Dholakia, 
R.R. 
2003 ○   ○ オンラインは利便性で有利
Keen, C., Wetzels, M., de 
Ruyter, K., Feinberg, R. 
2004 ○ ○ ○ 実店舗が有利 
Ramus, K., Nielsen, N.A. 2005   ○ ○ 夫々の特徴が異なる 
Dholakia, R.R., Zhao, M., 
Dholakia, N. 
2005 ○ ○ ○ 
チャネル特性によって選好
が異なる 
Goldsmith, R.E., Flynn, 
L.R. 










































・信頼性・ 明白性・ リスク 
これらに加えて 
































































































































































































































































Dholakia, R.R., Zhao, M., Dholakia, N.(2005)、Goldsmith, R.E., Flynn, L.R.(2005)、




Zhao, M., Dholakia, N.(2005)ではチャネルを複数利用する顧客にとってオンライン通販
利用というのが低コストでなおかつ簡便であるという理由で支持されていると提示してい



















































































































































Elliott, M.T., Speck, P.S.(2005) 
 
WEB サイトの性質(6 つの要素)に製品関与と消費者のオンライン通販経験が加わって消
費者の小売ウエブサイトへの態度が形成されるとされている。これは Cheung, C.M.K., 
Chan, G.W.W., Limayem, M.(2005)の指摘とは異なり、まずWEBサイトの性質があって、そ
の上で消費者のWEBサイトへの態度形成が行われているという考え方である。 





























































てが関係してくるという考えでの購買動機についてのアプローチ(Cheung, C.M.K., Chan, 
G.W.W., Limayem, M.(2005)他)、オンライン通販ショップの特性が消費者の知覚に関係し、
結果としてオンライン通販ョップ嗜好に結びつくというアプローチ(Kuan-Pin 


















































Cheung, C.M.K., Chan, G.W.W., Limayem, M.(2005)では利便性や簡便性を媒体特性とし
て分類していたが、今回はサービスとして分類した。小松分類におけるサービスとは、サ
ービス製品のことではなく、販売時における購買者に提供される製品以外の取引内容のこ
とである、例えば支払い方法であり、返品であり、サポートである。Gunasekaran, A., Ngai, 
E.W.T. (2003)、Kumar, V., Venkatesan Rajkumar (2005)、Liang, T.-P., Lai, H.-J.(2008)、
Swaminathan, V., Lepkowska-White, E., Rao, B.P.(1999)。 
情報という項目を追加した。これは購買検討時に製品についての情報をどのように得る
ことが出来るのかが重要な要素であるということからである。Elliott, M.T., Speck, 
P.S.(2005)、Vijayasarathy, L.R., Jones, J.M.(2000)。 
個人特性については小松分類では3つに分割をした。デモグラフィック関連の特性、個
人の性格的な問題、それからインターネットそのものに対する親和性という項目分類であ
る。これら3つの流れが指摘できると考えた。George, J.F.(2004)、Gunasekaran, A., Ngai, 
E.W.T. (2003)、Im, S., Bayus, B.L., Mason, C.H.(2003)、Kwak,Hyokjin, and Fox,Richard 
J.,Zinkhan,,George M.(2002)、Limayem, M., Khalifa, M., Frini, A.(2000)他。 
  














 第4節 項目の時系列整理のまとめ 



























































































































1999 0 0 0 2 2 1 0 1 0 0
2000 0 1 1 1 1 2 0 1 0 0
2001 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0
2002 1 0 3 0 3 0 1 1 0 0
2003 3 4 5 3 6 1 1 2 1 0
2004 1 1 0 1 0 0 0 2 0 1
2005 0 2 5 4 3 2 0 1 1 3
2006 0 1 2 0 2 0 1 4 1 1
2008 0 2 0 0 1 0 1 1 0 0
























＜表＞１８ 購買要因 項目（小分類）×年 
デモグラフィック
年 学歴 経済状態 性別 年収
1999 集計 0 0 0 0
2000 集計 0 0 0 0
2001 集計 0 0 0 0
2002 集計 1 0 0 1
2003 集計 3 1 0 0
2004 集計 1 0 1 0
2005 集計 0 0 0 0
2006 集計 0 0 0 0
2008 集計 0 0 0 0



























1999 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2000 集計 1 0 0 0 0 1 0 0 0
2001 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2002 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2003 集計 4 1 0 1 0 0 1 0 1
2004 集計 1 0 0 0 0 0 1 0 0
2005 集計 2 0 1 0 1 0 0 0 0
2006 集計 1 0 0 0 0 0 0 0 1
2008 集計 2 0 0 0 1 0 0 1 0



















1999 集計 0 0 0 0 0 0
2000 集計 1 0 0 0 0 0
2001 集計 2 0 0 0 1 0
2002 集計 3 0 0 1 1 0
2003 集計 5 1 1 0 0 1
2004 集計 0 0 0 0 0 0
2005 集計 5 0 0 1 0 0
2006 集計 2 0 0 0 0 0
2008 集計 0 0 0 0 0 0
総計 18 1 1 2 2 1  
























0 0 0 0 0 0
0 0 1 0 0 0
0 0 0 0 1 0
0 0 0 0 1 0
1 0 0 0 1 0
0 0 0 0 0 0
0 1 1 1 1 0
0 0 0 0 1 1
0 0 0 0 0 0











製品価値 製品評価 品質 オプショ
ン
1999 集計 2 1 0 0 0 0 0 1 0
2000 集計 1 0 0 0 0 1 0 0 0
2001 集計 1 0 0 0 0 0 1 0 0
2002 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2003 集計 3 0 0 1 1 0 0 0 1
2004 集計 1 1 0 0 0 0 0 0 0
2005 集計 4 2 1 0 0 0 0 1 0
2006 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2008 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0















1999 集計 2 1 0 0 0 0 0 1 0
2000 集計 1 0 0 0 0 0 1 0 0
2001 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2002 集計 3 1 1 0 1 0 0 0 0
2003 集計 6 4 0 1 1 0 0 0 0
2004 集計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2005 集計 3 2 0 0 0 0 0 1 0
2006 集計 2 0 0 0 0 1 0 0 1
2008 集計 1 1 0 0 0 0 0 0 0
総計 18 9 1 1 2 1 1 2 1  
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情報




1999 集計 1 0 0 0 1 0
2000 集計 2 0 1 1 0 0
2001 集計 0 0 0 0 0 0
2002 集計 0 0 0 0 0 0
2003 集計 1 1 0 0 0 0
2004 集計 0 0 0 0 0 0
2005 集計 2 1 0 0 0 1
2006 集計 0 0 0 0 0 0
2008 集計 0 0 0 0 0 0












1999 集計 0 0 0 0
2000 集計 0 0 0 0
2001 集計 0 0 0 0
2002 集計 1 0 0 1
2003 集計 1 0 1 0
2004 集計 0 0 0 0
2005 集計 0 0 0 0
2006 集計 1 1 0 0
2008 集計 1 0 0 0


















1999 集計 1 0 0 0
2000 集計 1 0 1 0
2001 集計 0 0 0 0
2002 集計 1 0 1 0
2003 集計 2 0 2 0
2004 集計 2 0 0 0
2005 集計 1 0 0 0
2006 集計 4 1 0 2






















1999 集計 0 0 0
2000 集計 0 0 0
2001 集計 0 0 0
2002 集計 0 0 0
2003 集計 1 0 1
2004 集計 0 0 0
2005 集計 1 0 0
2006 集計 1 1 0
2008 集計 0 0 0






















1999 集計 0 0 0 0 0 0
2000 集計 0 0 0 0 0 0
2001 集計 0 0 0 0 0 0
2002 集計 0 0 0 0 0 0
2003 集計 0 0 0 0 0 0
2004 集計 1 0 0 0 1 0
2005 集計 3 1 1 1 0 0
2006 集計 1 0 0 0 0 1
2008 集計 0 0 0 0 0 0
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・信頼性・ 明白性・ リスク 
これらに加えて 
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第 1節 マルチチャネル研究の始まり 
” multi-channel “というキーワードでの研究がさかんになり始めたのはいつからなの










































ある。Simons,Luuk P.A., Steinfield,Charles., Bouwman,Harry(2002)、Biyalogorsky, E., 
Naik, P. (2003)、Kumar, V., Venkatesan Rajkumar (2005)、これらの研究では、企業に
とって複数チャネルを持つことは(チャネル維持の為のコストが増加するものの)結果とし









Schoenbachler ,Denise D.,Gordon, Geoffrey L.(2002)は、オンライン通販にとってのマ
ルチチャネル化という視点からの議論を行っている。それ以外のケースでは
 74
Kaufman-Scarborough, C., Lindquist, J.D.(2002)は知覚利便性の差異がマルチチャネル
顧客と非マルチチャネル顧客の間にあると指摘している。 
購入頻度との関連性の指摘もある。Kumar, V., Venkatesan Rajkumar (2005)は購入頻度
の高い顧客というのは、企業側から複数のチャネルによる複数回の接触を受けているとい
うことを提示している。Goldsmith, R.E., Flynn, L.R.(2005)は、購入量が多い消費者ほ
どどのチャネルを利用してでも購買するということが指摘されている。複数チャネルでの
接触回数の増加が購買を伸ばしているのか、逆に購買量が多い顧客だから複数チャネルへ
の接触回数が多いのかはここでは解明されていない。しかし、Lee, H.-H., Kim, J.(2008)
によると、消費者の購買意思決定の順番として、まず最初に様々なチャネルを利用して購
買前に情報検索を行い、その後どのチャネルで購買を行うかを選択していると提示されて



















その上で、Schröder, H., Zaharia, S.(2008)、Lee, H.-H., Kim, J.(2008)ではチャネル
 75




























Ramus, K., Nielsen, N.A.(2005)に於いても、買い物というのはレクレーションの機会で
あり、それが損なわれることはインターネット購買要因に対してマイナスの要因となると
 76
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第 1節 日本におけるオンライン通販の普及についての考察 
1項 オンライン通販の現状 



















































媒体 利用比率 売上比率 
インターネット 92％ 20.2％ 
カタログ 59.0％ 24.2％ 
DM 71.7％ 19.8％ 








タであるが、2007 年通期で 5,370 億円(楽天株式会社 HP より)である。この 2社の合計だ




































































































































































ているようだ。ただ、CM に関しては各社考え方が異なるようだ。楽天は CM での露出はほ
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1970 年 4月 株式会社日本捺染の商事部を分離し、株式会社日本染芸を資本金 200万円
で設立。本社及び秋田営業所でカタログによる呉服の販売を開始。   
1974 年 10月 本社(現 通販棟)及び配送センター竣工。   
1974 年 12月 商号を株式会社ニッセンに変更。   
1975 年 7月 総合カタログを発行し、衣料品、家庭用品等の販売を開始。   
1980 年 7月 新本社竣工。旧本社を通販本部及び配送センターとする。    
1988 年 10月 大阪証券取引所市場第ニ部、京都証券取引所に上場。   
1989 年 8月 物品輸出入業を目的とする 100%子会社、スパーク・エース・リミテッドを
香港に設立。  
1993 年 8月 ニッセン福井ロジスティクス・センター(現 福井ロジスティクス・センタ
ー)竣工(第 1期工事完成)。   
1995 年 9月 三重県に大型商品配送センターを竣工。   
1997 年 1月 免震構造の最新コンピュータビル、ニッセンインフォメーション・センタ
ー完成。   
2000 年 10月 GE キャピタル(現 GE コンシューマー・ファイナンス株式会社)との合弁会
社ニッセン・ジー・イー・クレジット株式会社を設立。  
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2001 年 12月 シェイプファンデ事業部を分社化。株式会社ニッセンシェイプファンデ設
立。   
2002 年 12月 大阪証券取引所市場第一部に上場。  
2003 年 7月 東京証券取引所市場第一部に上場。   
2004 年 6月 当社の物流機能を 100%子会社、株式会社ニッセン・ロジスティクス・サー
ビスへ移管。  
2005 年 7月 インターネットサイトを通じ、マーケティングプロモーション事業を行う
株式会社 ALBERT(アルベルト)に出資。   
2005年 8月 海外在住者向けにオンライン通販を運営する株式会社ナビバードに出資し、
当社商品の供給を開始。  
2006 年 6月 株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービスの株式 50.5%を株式会社豊田
自動織機に譲渡し、社名を株式会社通販物流サービスに変更。  
2007 年 2月 SSC 事業を分社化。(株)InfoDeliver との合弁会社(株)シェアード・ウィン
を設立。  
2007 年 3月 ブドウ由来の原料を用いた化粧品を販売する株式会社葡萄ラボに出資。  
2007 年 4月 宝飾用ダイヤモンドの輸入並びにダイヤモンド・ジュエリーの企画開発、
製造、販売を行う株式会社オリエンタルダイヤモンドの営業を開始、およ
びブライダル宝飾品を販売する株式会社トレセンテの事業を譲受け。   
2007 年 6月 純粋持株会社体制に移行し、株式会社ニッセンホールディングスと、新設
した 100%子会社の株式会社ニッセンに分割。事業は株式会社ニッセンに承
継。   
2007年 12月 生命保険の募集業務および損害保険代理業を行うｎインシュアランスサー
ビス株式会社を設立。   
2008 年 3月 障害者雇用と支援のための株式会社 u&nを設立。(同年 5月に特例子会社認
定を取得)  
2008 年 6月 株式会社ニッセンより会社分割し、現販事業部門を主体とした株式会社ニ
ッセンプレミアム設立。  





社名 株式会社ニッセン(英語表記：ニッセン Co., Ltd.)  
設立 2007 年 6月 21日  
資本金 1億円(2008 年 6月 20日現在)  
発行済株式総数 2千株(2008 年 6月 20日現在)  
 
グループ売上高： 
2006 年 1548 億円 
2007 年 1529 億円 
2008 年 1559 億円(予想) 
 
営業利益： 
2006 年 46 億円 
2007 年 45 億円 
2008 年 ‒12 億円(予想) 
 
経常利益： 
2006 年 43 億円 
2007 年 17 億円 









































































































































現在、通信販売市場は 3 兆円とも 4 兆円とも言われている。JADMA(日本通信販売協会)





という有店舗販売の企業が 1位と 2位にきている。 
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下記ランキングには現れてこないが、近年急成長を遂げている楽天株式会社株式会社の楽
天株式会社市場事業のマーケット規模は 2007 年通期で 5370 億円(楽天株式会社HPより)。
楽天株式会社市場は小さな店舗の集合体であるが、1 つの通販媒体だと捉えると図 2 の無






図 2 無店舗販売売上高 上位 10社(2006 年) 











単位：億円 日本流通産業新聞調べ ※＝グループ計、※※＝推定 
図 3 総合通販インターネット売上高 上位 10社(2007 年) 

















単位：億円  柿尾 ダイレクトマーケティング市場研究(前期木・7限授業 配布資料) 
 
図 4：衣料品・雑貨オンライン通販 上位 5社(2007 年) 






単位：億円  柿尾 ダイレクトマーケティング市場研究(前期木・7限授業 配布資料) 
 
図 5：テレビ通販売上高 上位 10社 

















図 6 楽天株式会社株式会社 楽天株式会社市場事業の売上 





株式会社ニッセン(2003) 『実り高き喜びを求めて ニッセン Corporate History 
1970-2002』株式会社ニッセン  
通販新聞 2007 年 









年 会社沿革 サービス 
1997年   2月 株式会社エム・ディー・エム設立    
     5 月 楽天株式会社市場サービス開始 
    
 7 月 楽天株式会社スーパーオークシ
ョンサービス開始  
    
 12 月 楽天株式会社グリーティングカ
ードサービス開始  
1999年  6 月 楽天株式会社株式会社へ社名変更  
 9 月 楽天株式会社フリマオークショ
ンサービス開始  
2000年 
 4 月 日本証券業協会へ株式を店頭登録(ジャ
スダック上場)  
  
   6 月 米国子会社 Rakuten USA,Inc.設立    
  






















 12 月 株式会社インフォシークを完全子会社
化 
  
  大阪支社を開設    
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2001年  2 月 テクマトリックス株式会社へ資本参加  1月 楽天株式会社大学開設  
   8 月 株式会社ビズシークを子会社化  8月 共同購入サービス開始  
  
株式会社デリナビ・ドットコムを完全子会社
化(現 楽天株式会社デリバリー株式会社)  
  
   9 月 株式会社ジェイゲームを完全子会社化 
 9月 携帯電話サービス「ケータイ版楽
天株式会社市場」開始  
  株式会社フープスを完全子会社化   
  シグニチャージャパン株式会社へ資本参加    
  




 12 月 株式会社アクトクリエイションへ資本
参加 
  
  株式会社トラフィックゲートへ資本参加   
  株式会社サイバーエージェントの株式取得  
 12 月 アウトソーシングマーケットプ
レイス「楽天株式会社ビジネス」開始 
2002年  1 月 株式会社ネクストへ資本参加    
  




 3 月 東京ヴェルディ 1969 とメインスポンサ
ー契約締結  
 3 月 宿泊施設予約事業「楽天株式会社
トラベル」オープン  
    
 4 月 書籍販売「楽天株式会社ブック
ス」グランドオープン  
   8 月 楽天株式会社トラベル株式会社設立 
 8月 日記コミュニティサイト「楽天株





   9 月 株式会社ビズシークを完全子会社化    
   10 月 株式会社インフォシーク、株式会社フ  10月 楽天株式会社市場出店の新料金
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ープスを合併 プラン「楽天株式会社ライト」を導入 
  シグニチャージャパン株式会社を子会社化   
  株式会社メディオポートを子会社化    
  
 11 月 株式会社コミュニケーションオンライ
ンを完全子会社化 
  
  ワイノット株式会社を子会社化    
   12 月 ライコスジャパン株式会社を子会社化
 12月 「楽天株式会社TVショッピング」
オープン  
  株式会社キープライムを完全子会社化     
    
 1 月 中古販売マーケットプレイス「中
古市場」オープン  
    
 2 月 デリバリー業者紹介事業「楽天株
式会社デリバリー」オープン 
    
動画コンテンツ配信サービス「ショウ
タイム」スタート  
    
 4 月 楽天株式会社市場新料金体系ス
タート 




    
 7 月 楽天株式会社市場ショッピング
コンテンツを外部サイトに提供開始  
    




    
 10 月 「楽天株式会社市場ニュース」
ＨＴＭＬメールにて配信開始  
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2003年  3 月 カンパニー制導入  
 3 月 「ケータイ版楽天株式会社市場」
が商品画像付きで利用可能に  
  
 8 月 株式会社ジェイゲームの営業全部を株
式会社インフォシークへ営業譲渡  




 9 月 株式会社インフォシーク及びライコス
ジャパン株式会社を合併  




















化   
























   5 月 みんなの就職株式会社を完全子会社化   
  




 8 月 楽天株式会社トラベル株式会社とマイ
トリップ・ネット株式会社を合併  
 8 月 「楽天株式会社カード」サービス
開始  
  








   10 月 株式会社楽天株式会社野球団設立    
2005年  1 月 ドットコモディティ株式会社へ出資    
   6 月 ワイノット株式会社を合併   
  国内信販株式会社を子会社化   
  株式会社サイバーブレインズを子会社化  
 6 月 国内信販発行による「楽天株式会
社カード」誕生  
  













 7 月 ANA セールス株式会社と共同出資で、楽
天株式会社 ANAトラベルオンライン株式会社
を設立  











 10 月 ネット型住宅ローンサービス
「楽天株式会社モーゲージ」提供開始
2007年 
 8 月 フュージョン・コミュニケーションズ株
式会社を株式取得により子会社化 
ANA 楽パック」サービス提供開始  
    
 11 月 「楽天株式会社オークション」
新サービスとして提供開始 
    
匿名エスクローに対応した「楽天株式
会社オークション」サービス開始  
      
  東京都品川区に楽天株式会社タワーを開設  
 1 月 「楽天株式会社市場」の APIを公
開 
  
 9月 ファスト サーチ&トランスファASAとの
合弁で、楽天株式会社・ファスト・モバイル




 10 月 株式会社オウケイウェイヴと業務・資
本提携  
 2 月 全地方競馬勝馬投票券のネット
販売開始  
  
 12 月 楽天株式会社ブックス株式会社を吸収
合併  
 5 月 「楽天株式会社メッセンジャー」
提供開始  
    
 7 月 株式会社東京都民銀行「楽天株式
会社支店」を「楽天株式会社市場」内
に開設  
    
 10 月 「楽天株式会社あんしんショッ
ピングサービス」を開始  
2008年 
 2 月 統一超商と合弁で台湾楽天株式会社市
場股分有限公司を設立 
  
  ルクセンブルグに「楽天株式会社ヨーロッパ」   
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を設立  
   3 月 株式会社ドリコムと資本・業務提携    
  
 4 月 株式会社プロヴィデンスからのアドネ
ットワーク事業譲受  
  
http://corp.rakuten.co.jp/company/history02.htmlより 
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 ダイレクトマーケティング戦略モジュールの後援である株式会社ユーキャン、そして品
川恵保会長にこの 2年間素晴らしい環境で社会人学生としての研究をさせていただいたこ
とにまずは御礼を申し上げたい。 
そして、亀井昭宏教授、副査の武井寿教授、ルディー和子客員教授、そして当モジュー
ルの専門科目を担当された先生方、柿尾理事始め JADMA の皆様、またご自身の研究の合間
を縫って様々なアドバイスを下さった亀井ゼミ博士課程の皆様のおかげで本稿を書き上げ
ることが出来たことは、いくら感謝をしても足りないと感じている。 
 我々社会人学生は、夜間の短い時間や土日に授業を受け、課題を提出しながら並行して
専門職学位論文を書き上げていくという時間的に非常に厳しい条件で学位を取得する必要
がある。当然、学生だからといって会社員としての責務を放棄するわけには行かない。時
に卒業延期が頭を過ぎりながらもなんとかここまでやってこれたのは、ひとえに夜間 MBA
コースの仲間の励ましあいにあったと感じている。特に亀井ゼミはダイレクトマーケティ
ングという限定された研究カテゴリーでなおかつ第 1期生ということもあり、ゼミ同期生
は私を含めてわずか 2人であった。もう一人のゼミ生である諸吉氏はじめ、社会人になっ
てこれほどまでに励ましあう仲間の大切さを実感するとは入学当初には考えても見なかっ
た。この早稲田大学商学研究科夜間 MBAコースに在籍し研究を行うことができたのは本当
に幸いなことであった。最後の最後、論文が書きあがらなくて四苦八苦していたときに「と
にかくキーボードをたたけ、書け、書いて書いて書きまくれ」という同期生のメールに奮
起し、最後の仕上げに持っていくことが出来たのはこれを書いているわずか数日前のエピ
ソードである。本当にぎりぎりまで励ましをもらい、時間と戦いながらの論文作成であっ
た。 
 この学び舎で研究を行った成果を糧に、再び「普通の」社会人として社会に貢献してい
くことになる。2年前の自分とは大きく違う姿で新たな出発をしたいと思う。 
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